
【令和２年度】取り組み方針フォローアップ（代表取組紹介）

～ 大淀川水系 ～

国土交通省 （１）水害に強い人づくりの推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ３～Ｐ９
≪内容： 防災教育・出前講座の推進≫
（２）情報伝達のための環境づくりの推進
≪内容： 簡易型河川監視カメラの整備≫
≪内容： 報道関係者との意見交換会を実施≫
（５）被害を最小にするハード整備
≪内容： 大淀川下流部において河道掘削を実施（宮崎市）≫
≪内容： 大淀川上流部において高水敷掘削を実施（都城市）≫
≪内容： 本庄川において河道掘削を実施（国富町・綾町））≫

宮崎地方気象台 （２）情報伝達のための環境づくり推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ１０～Ｐ１１
≪内容： 河川管理者と合同での台風説明会≫

宮崎県 （１）災害に強い人づくりの推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ１２～Ｐ１５
≪内容： 不動産関連団体を対象とした研修会等の取組み≫
（２）情報伝達のための環境づくり推進
≪内容： 危機管理型水位計・簡易型河川監視カメラの増設≫
（５）被害を最小にするハード整備
≪樹木伐採・河道掘削（防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策）≫

宮崎市 （２）情報伝達のための環境づくりの推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ１６～Ｐ１９
≪内容： コロナ禍における避難確保計画の作成・提出促進について≫
≪内容： 要配慮者利用施設（水防法・土砂災害防止法）管理者に対する

情報提供（動画・手引きの作成） ≫

資料４－４



都城市 （１）水害に強い人の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ２０～Ｐ２１
≪内容： 防災講話の実施 ≫

国富町 （１）水害に強い人づくりの推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ２２～Ｐ２３
≪内容： 避難所運営訓練≫

綾町 （１）水害に強い人づくりの推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ２４～Ｐ２５
≪内容： マイハザードマップ作り≫

小林市 （２）情報伝達のための環境づくりの推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ２６～Ｐ２７
≪内容： 防災行政無線（同報系）の運用開始≫

三股町 （１）災害に強い人づくりの推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ２８～Ｐ３０
≪内容： 立地適正化計画」の策定、その記載事項として「防災に関する方針」

を作成≫

高原町 （１）災害に強い人づくりの推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ３１～Ｐ３２
≪内容： 防災備蓄倉庫の設置≫

鹿児島県 （２）情報伝達のための環境づくりの推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ３３～Ｐ３４
≪内容： 鹿児島県水害リスクマップの公表≫

曽於市 （１）災害に強い人づくりの推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ３５～Ｐ３６
≪内容： 土砂災害・全国防災訓練（曽於市末吉町岩南地区） ≫



■取組（１）水害に強い人づくりの推進

「防災教育・出前講座の推進」

■取組（２）情報伝達のための環境づくり推進

「簡易型河川監視カメラの整備」

「報道関係者との意見交換会」

■取組（５）被害を最小にするハード整備

「大淀川下流部において河道掘削を実施（宮崎市）」

「大淀川上流部において高水敷掘削を実施（都城市）」

「本庄川において河道掘削を実施（国富町・綾町）」

【直轄管理区間分】【令和２年度】取組施策の進捗事例

国土交通省 宮崎河川国道事務所



防災教育・出前講座の推進

夜間の見え方

宮崎河川国道事務所では、教育機関（小・中・高校）や自治会等に対して、防災
教育や出前講座に取り組んでいます。

●高鍋高校（高鍋町）フィールドワーク

（１）水害に強い人づくり推進

【大淀川上流】【大淀川下流】【小丸川】

小丸川情報ブックを教材に、河川の基礎知識
や、小丸川の歴史、環境、治水（ハード・ソ
フト）、利水等について、現地実習を交えて
説明。

●西岳小学校（都城市）防災学習
テーマ 「川とわたしたちのくらし」
動画や流域の立体地図等を用いて説明を行っ
た。



簡易型河川監視カメラの整備

近年の豪雨災害の課題として、洪水の危険性が十分に伝わらず、的確な避難行動
につながっていない状況があるため、多くの地点で洪水状況を確認できるように
機能を限定した低コストの簡易型河川監視カメラを設置を行っている。
令和２年度は大淀川、本庄川、綾北川に合計１５カ所のカメラを設置しました。

追加
設置

簡易型河川カメラの画像は川の水位情報HP等で公表中
HPアドレス ： https://k.river.go.jp/

日中の見え方 夜間の見え方

（２）情報伝達のための環境づくりの推進
【大淀川上流】【大淀川下流】



報道関係者との意見交換会

夜間の見え方

宮崎地方気象台と合同で宮崎県内の報道関係者（テレビ、新聞社等）との意見交
換会を開催し、住民の方に防災情報等を的確に伝えるために意見交換会を行いま
した。
また。九州地方整備局（福岡市）では、九州災害情報（報道）研究会が開催した
アナウンサー・気象キャスター・若手記者向け 防災情報勉強会（Web開催）に
て河川やダムの防災情報について説明を行いました。

●報道関係者との意見交換会
日 時 令和２年12月9日
参加者 宮崎河川国道事務所、宮崎地方

気象台、宮崎日日新聞社、共同
通信社、NHK宮崎放送局、UMK
テレビ宮崎、MRT宮崎放送、宮
崎ケーブルテレビ（合計約30人）

●ｱﾅｳﾝｻｰ・気象ｷｬｽﾀｰ・若手記者向け防災情報勉強会
日 時 令和２年６月６日
参加者 東京大学 松尾客員教授

国土交通省（本省、九地整）
報道関係者等（合計約200人）

（２）情報伝達のための環境づくりの推進
【大淀川上流】【大淀川下流】



大淀川下流部において河道掘削を実施（宮崎市）
（５）被害を最小にするハード整備

着工前 完成後

大淀川下流部(宮崎市）において、河道掘削を実施。
令和２年度で約60,000m3の土砂を掘削し、令和３年度においても約45,000m3
の掘削を予定しています。

施工状況① 施工状況② 施工状況③

【大淀川下流】



大淀川上流部において高水敷掘削を実施（都城市）
（５）被害を最小にするハード整備

大淀川上流部(都城市）において、河道掘削を実施。
令和２年度で約35,000m3の土砂を掘削し、令和３年度においても約24,000m3
の掘削を予定しています。

着工前 完成後

【大淀川上流】



本庄川において河道掘削を実施（国富町・綾町）
（５）被害を最小にするハード整備

本庄川において、森永橋上流（国富町）で約10,000m3、綾南川橋下流（綾町）
で約5,500m3の河道掘削を実施

着工前(森永橋上流） 完成後(森永橋上流）

着工前(綾南川橋上流） 完成後(綾南川橋上流）

【大淀川下流】



【直轄管理区間分】【県管理区間分】【令和２年度】取組施策の進捗事例

気象庁 宮崎地方気象台

■取組（２）情報伝達のための環境づくり推進

「河川管理者と合同での台風説明会」



内容 河川管理者と合同での台風説明会
（機関名 宮崎地方気象台）

令和２年度減災取組方針進捗

●取組主体：宮崎地方気象台、宮崎河川国道事務所

●取組概要

●取組背景
令和２年の台風第１０号は、特別警報級の勢力ま
で発達し九州南部に接近・上陸のおそれがあり記
録的な大雨となる予想であったことから、宮崎河
川国道事務所と合同での台風説明を行った。

●取組のねらい
宮崎地方気象台と宮崎河川国道事務所が合同で
台風説明会を行うにより、台風だけでなく河川につ
いても警戒を呼び掛け、住民に危機感を伝える。

２／２

宮崎地方気象台では、台風接近時には台風説明
会を行っているが、初めて宮崎河川国道事務所と
合同で台風説明を行い、警戒を呼び掛けた。

（2）情報伝達のための環境づくり推進 事例

●取組の工夫点

平成17年台風第14号の災害事例を引用するなど
して、最大級の警戒を呼び掛けた。

１／２

●効果拡大に向けての工夫

強い危機感が伝わるよう、過去に宮崎県内で

大きな被害のあった平成17年台風第14号の事
例を引用した。

●取組の様子



■取組（１）災害に強い人づくりの推進

「不動産関連団体を対象とした研修会等の取組み」

■取組（２）情報伝達のための環境づくり推進

「危機管理型水位計・簡易型河川監視カメラの増設」

■取組（５）被害を最小にするハード整備

「樹木伐採・河道掘削（防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策）」

【直轄管理区間分】【県管理区間分】【令和２年度】取組施策の進捗事例

宮崎県



取組（１）災害に強い人づくりの推進

「不動産関連団体を対象とした研修会等の取組み」 宮崎県

○不動産関係団体が実施する研修会において、県関係各課職員が講師となり、水防法や土砂災害防止法
に係る講習会を実施した。（令和２年１１月に開催。）

○講習会では、宅地建物取引業法施行規則の一部改正され、不動産取引時において、洪水・内水・高潮
の水害リスクに係る説明が重要事項として追加されたことを踏まえ、近年の豪雨災害の発生状況や想
定最大規模の降雨に係る洪水浸水想定区域図に表示された水害リスクの見方等を詳しく解説した。

開催状況（R2.11.10） 水害リスクに関する情報の解説 説明資料（抜粋）



取組（２）情報伝達のための環境づくり推進

「危機管理型水位計・簡易型河川監視カメラの増設」 宮崎県

危機管理型水位計

水位状況図

簡易型河川監視カメラ

県が公開している雨量・河川水位観測情報：県のHPで公開

クリック!!

クリック!!

○従来の水位計や河川監視カメラに加え、危機管理型水位計や簡易型河川監視カメラを増設し、きめ細
やかな水位情報を提供。

○安定した雨量・水位情報を提供できるよう観測局等の適切な維持管理を実施。

県
が
公
開
し
て
い
る
水
位
情
報
等

※（ ）はR2年度設置

大淀川水系 県全体

 雨量計  46 167 

 水位計  39 130 

 河川監視カメラ  15 62 

 危機管理型水位計
 14
 (7)

109
 (34)

 簡易型河川監視カメラ
 24
 (7)

84
(57)

公開している画像（簡易型河川監視カメラ）は



取組（５）被害を最小にするハード整備

「樹木伐採・河道掘削（防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策）」 宮崎県

樹木繁茂や土砂堆積の流下阻害等で洪水氾濫による被害が生じる恐れのある箇所について、樹木伐採や
河道掘削を実施。

新別府川浦之名川高崎川

【実施河川】49河川(大淀川水系) 【事業費】約13.5億円 【樹木伐採】約22万㎡ 【河道掘削】約27万 

※上記値は、３か年合計

実施前

実施後

実施前

実施後

実施前

実施後



■取組（２）情報伝達のための環境づくり推進

「コロナ禍における避難確保計画の作成・提出促進について」

「要配慮者利用施設（水防法・土砂災害防止法）管理者に対する情報

提供（動画・手引きの作成）」

【直轄管理区間分】【令和２年度】取組施策の進捗事例

宮崎市



令和２年度減災取組方針進捗
２／６

（2）情報伝達のための環境づくり推進 事例

１／６

内容 コロナ禍における避難確保計画の作成・提出
促進について（宮崎市）

１．要配慮者利用施設（水防法）に対する周知

●主体：宮崎市危機管理課

●背景：平成２９年度の水防法の改正
→浸水想定区域内の要配慮者利用施設の管理者に
対する避難確保計画の作成及び避難訓練実施の
義務化
→洪水浸水想定区域の見直し（想定最大規模）に
伴う要配慮利用者施設の増加（141→932施設）

●対象：宮崎市地域防災計画に新たに位置づけられた避
難確保計画の作成対象となる要配慮者利用施設
（787施設）

●内容：文書による避難確保計画の作成依頼
→新たに地域防災計画に位置付けられた旨を通知
→避難確保計画の作成及び避難訓練の実施の義務
化について説明

●備考：令和2年7月豪雨により14名が犠牲となった要
配慮者利用施設の被害を受け、同月中に作成
依頼を行った（依頼文で避難確保計画作成説明
会の年度内開催を予告）。

【対象施設へ送付した依頼文書】



令和２年度減災取組方針進捗
４／６３／６

２．要配慮者利用施設（水防法・土砂災害防止法）
管理者に対する情報提供（動画・手引きの作成）

●主体：宮崎市危機管理課

●背景：新たに地域防災計画に位置付けられた洪水浸水
想定区域及び、土砂災害警戒区域等に位置する
要配慮者利用施設の管理者に対する説明会の実
施を予定
→新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点より
開催を断念
→説明会と同様に、施設管理者に対して避難確保
計画作成の必要性及び、作成・提出依頼につい
ての周知を図る方策を検討

●対象：宮崎市地域防災計画に位置づけられた避難確
計画の作成対象となる全要配慮者利用施設
◎水防法：912施設 ◎土砂災害防止法：101施設

●内容：①文書による避難確保計画の作成・提出依頼
・作成済の施設→避難訓練の実施を依頼
・未作成の施設→作成・提出について依頼

避難訓練の実施を依頼
②避難確保計画作成の必要性に関する動画作成
・令和2年7月豪雨の被害を踏まえた動画を作成
し、ホームページに掲載
→避難確保計画の必要性を呼びかけ、作成・提
出について依頼
③避難確保計画作成の手引きの作成
・説明会で使用予定であった手引きをホームペ
ージに掲載
→水防法・土砂災害防止法それぞれ作成し、具体
的な記入方法を解説

【対象施設へ送付したお知らせ】



令和２年度減災取組方針進捗
６／６５／６

【避難確保計画作成の必要性に関する動画】 【避難確保計画作成の手引き】

【避難確保計画策定状況】令和3年3月31日現在

洪水浸水想定区域の見直しにより
■対象施設が増加
（R2水防法141施設、R2土砂法81施設）

■作成率の低下
（R2水防法78%、R2土砂法34.6%)



■取組（１）水害に強い人づくりの推進

「防災講話の実施」

【直轄管理区間分】【令和２年度】取組施策の進捗事例

都城市



令和２年度減災取組方針進捗
２／２

（１）水害に強い人づくりの推進 事例

１／２

内容 防災講話の実施
（機関名 都城市危機管理課）

●取組主体 都城市危機管理課
●講話対象

都城市立有水中学校
都城市高崎町自治公民館

（公民館長に対し実施）
●参加人数 40人、12人
●開催頻度 ２回／年

●取組概要 ２回（Ｒ２実績 ）

●取組のねらい 若い世代や地域のリーダー
である自治公民館館長に対して防災知識の普
及啓発を行うことで災害に強い人づくりを推
進する。

概要 ２団体に対し、防災講話を実施した。

●取組背景 近年、激甚化する自然災害に対し、
市民ひとりひとりが正しい知識を持ち、生命や
財産を守るための行動が取れるようにしていく
必要がある。

●説明資料（参考）

●効果拡大に向けて
令和３年４月に指定避難所の見直しを行ったため、防災講話
を通して自分が住んでいる地区の避難所情報をはじめとした
防災情報を再確認してもらう機会にしたい。

防災マップを
活用した災害
情報の確認。

学校の授業内容
に合わせた説明。



■取組（１）水害に強い人づくりの推進

「避難所運営訓練」

【直轄管理区間分】【令和２年度】取組施策の進捗事例

国富町



令和２年度減災取組方針進捗
２／２

（１）水害に強い人づくりの推進 事例

１／２

内容 避難所運営訓練 （機関名 国富町）

●取組主体：国富町

●取組参加機関
国富町避難所職員、国富町防災士
国富町社会福祉協議会

●参加人数：６３人

●開催日時：令和２年１０月２６日

●取組概要：１回

●取組背景：

●取組のねらい：

●取組の工夫点：

コロナ禍における避難所開設から運営の訓練

台風１０号の避難所反省会を基に開催

コロナ禍における職員の意思統一

防災士、社会福祉協議会の保健師など参加

●取組の様子

●効果拡大に向けての工夫
台風１０号の反省点を振り返りながら行った。



■取組（１）水害に強い人づくりの推進

「マイハザードマップ作り」

【直轄管理区間分】【令和２年度】取組施策の進捗事例

綾町



令和２年度減災取組方針進捗
２／２

（１）水害に強い人づくりの推進 事例

１／２

内容 マイハザードマップ作り （機関名 綾町）

●取組主体：割付地区子供会

●取組参加機関
宮崎県、綾町消防団、綾町

●参加人数：２５人

●開催頻度：１回／年

●取組概要：１回

●取組背景：

●取組のねらい：

●取組の工夫点：

自宅周辺の危険個所調査

昨今の大雨に対する備え

実際に住んでいる周辺を消防団員とともにまわ
ることで、普段気づかない状況を把握する。

現地を直接確認、消防団員を関わらせること。

●取組の様子

●効果拡大に向けての工夫
管轄の消防団員にも関わりをもたせることで、
子供会のみならず地域住民への防災意識の
啓発にもつながった。



■取組（２）情報伝達のための環境づくり推進

「防災行政無線（同報系）の運用開始」

【県管理区間分】【令和２年度】取組施策の進捗事例

小林市



取組（２）情報伝達のための環境づくりの推進

「防災行政無線（同報系）の運用開始」 小林市

市では、防災行政無線（同報系）【デジタル方式280MHz】を市内全域に整備し、令和２年６月２５日から運用を開始しました。特に、
防災ラジオを全世帯に配布し、市内２９カ所に設置した屋外スピーカーを含め、屋内外問わず防災や災害時などの緊急情報、市か
らの行政情報及び区等からの地域情報をお知らせすることにより、迅速な情報の伝達が可能となりました。

広報こばやしへの掲載（令和２年６月）

防災ラジオ
約14,000世帯へ
無償貸与

屋外拡声子局
29カ所

大雨警報が発表
されました。

○○地区に避難
勧告が発令され
ました。

【放送内容】
●緊急地震速報、気象警報（大雨洪水警報・暴風警報など）※Ｊアラートと連動
●市からのお知らせ（避難所の開設、各種イベント情報など）を放送。
●各地区からのお知らせ（地区ごとに設定して放送可能）



■取組（１）災害に強い人づくりの推進

「立地適正化計画」の策定、その記載事項として「防災に関する方針」を作成

【県管理区間分】【令和２年度】取組施策の進捗事例

三股町



取組（１）災害に強い人づくりの推進
「立地適正化計画」の策定、その記載事項として「防災に関する方針」を作成 三股町

・令和２年度に、いずれ訪れる人口減少や更なる高齢化による、まちの変化にいち早く対応するための具体的な戦略として「立
地適正化計画」を策定し、その記載事項として「防災に関する方針」を作成した。

今回作成した「防災に関する方針」
(1)方針作成までの流れ
本町では、防災に関する計画に「三股町国土強靭化地域計画」「三股町地域防災計画」を策定している。
これら計画との整合性を踏まえ、以下の工程で防災に関する方針を作成した。

防災に関する方針作成の流れ
①現況と取組 ②災害に係る情報整理 ③災害に係る課題抽出 ④課題解決に向けた取組方針 ⑤具体的な対応策
〇作成の流れ

①現況と取組
●災害リスクの低減（ソフト事業の一部）

令和元年度（2019年）に、土砂災害警戒区域、河川浸水想定区域等や避難場所、避難経路等を記載した「土砂災害・
洪水ハザードマップ」の作成を行い、住民の防災意識の高揚と避難意識の強化に取り組んだ。

②災害に係る情報整理
●ハザードマップの整理
「土砂災害警戒区域」「河川浸水想定区域」「ため池洪水浸水区域」の災害の危険性がある区域を示した。
③災害に係る課題抽出

④ア)課題解決のための方向性
●危機管理体制の強化
職員の危機管理能力の向上に努め、迅速かつ的確に対応できる体制づくりを推進する。
また、防災教育・訓練、自主防災組織や防災士の育成支援、町民の防災意識の高揚に努めるとともに、消防団（水防団）
と自主防災組織の合同避難訓練や救急法（応急手当）等の講習会等の実施、避難路の整備等、消防・水防及び救急体制の
充実を図る。
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●災害危険箇所の対策推進

災害危険箇所の防災点検を行い、土砂災害警戒区域における警戒避難体制整備の検討や雨水冠水等、地域の特性に応じ

た予防的施策を実施するとともに、災害防止施設の整備を関係機関に要請する。

●河川機能の保全

河川の整備については、自然環境との調和を図りながら、河川機能の保全に努めるとともに、関係機関と連携を図りな

がら町民に対する河川情報の伝達・周知体制の充実に努める。

●砂防事業の推進

災害危険箇所における災害防止施設の整備や既設砂防施設の機能確保を図るための堆積物の除去事業等について、関

係機関に要望する。

また、森林の保全・育成に取り組み、豊かな自然を育む土壌の流出防止に努める。

イ)課題解決のための取組方針の一部
●ハード整備の強化

交流拠点施設整備事業で、非常時の避難所機能も想定し整備を行う。

⑤具体的な対応策

取組（１）災害に強い人づくりの推進
「立地適正化計画」の策定、その記載事項として「防災に関する方針」を作成 三股町



■取組（１）災害に強い人づくりの推進

「防災備蓄倉庫の設置」

【県管理区間分】【令和２年度】取組施策の進捗事例

高原町



取組（１）災害に強い人づくりの推進

「防災備蓄倉庫の設置」 高原町

・令和２年度に町内全域の備蓄倉庫補充及び町職員の備蓄として防災倉庫を設置しました。



■取組（２）情報伝達のための環境づくりの推進

「鹿児島県水害リスクマップの公表」

【県管理区間分】【令和２年度】取組施策の進捗事例

鹿児島県



洪水浸水想定区域
浸水実績

それぞれの枠内をクリックで
詳細メニューの表示

トップページ

トップページ（拡大）

洪水浸水想定区域

取組（２）情報伝達のための環境づくりの推進

「鹿児島県水害リスクマップの公表」 鹿児島県

・鹿児島県で把握・公表している水害リスク情報（洪水浸水想定区域や浸水実績）について，地図情報上に集約化し，「鹿児島県水
害リスクマップ」として県ホームページに公表（R3.2月末より運用）



■取組（１）災害に強い人づくりの推進

「土砂災害・全国防災訓練（曽於市末吉町岩南地区） 」

【県管理区間分】【令和２年度】取組施策の進捗事例

曽於市



【訓練の概要】

１．開催日時：令和２年６月８日（月） ９時～１１時

２．開催機関：曽於市
※今年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により、
外部（要配慮者利用施設、消防団、自主防災組織等）の
参加は見送った。

３．訓練参加者：８人
・防災担当課５人、土木担当課２人、福祉課１人

４．主な訓練内容
・情報伝達訓練のみ

５．訓練で工夫した点
・今年度新たに防災担当となった職員を中心に実施し、
災害対応経験のある職員はサポートに入った。

６．訓練により判明した課題
・防災行政無線の操作習熟度不足
・防災情報や災害時の体制及び業務への理解

情報伝達訓練（建設担当課による被害報告）

情報伝達訓練（防災行政無線）

取組（１）災害に強い人づくりの推進

「土砂災害・全国防災訓練（曽於市末吉町岩南地区）」 曽於市


